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スイス社会のドメスティック・バイオレンス問題とＤＶ被害者支援策について

Ⅰ　研究の目的

　ドメスティック・バイオレンス（以下、ＤＶ）は、世

界中の国々や地域で、貧富の差を問わず、人種や民族、

社会階層も階級も問わず遍く存在する家庭に潜む女性や

子どもに対する暴力である。それは「女性や子どもに対

する人権侵害」であり、個人の問題ではなく男女平等社

会形成の阻害要因の一つとして、早急な解決が求められ

ている重大な社会問題である。第２次フェミニズム運動

の高まりと共に欧米で始まった「女性に対する反暴力運

動」は、1995年の北京会議以降「女性に対する暴力の撤

廃」運動として、世界中の国々で国家政策として取組ま

れ今日に至っている。

　そうしたＤＶ政策やＤＶ被害者支援に関するわが国の

諸外国に関する調査や研究をみると、アメリカや韓国、

台湾などの研究は散見されるようになってきた。しかし

ヨーロッパのＤＶ政策や被害者支援に関する研究は、イ

ギリスやフランス、北欧などほんのわずかしかみられな

い。ましてやスイスに関しては皆無であるといえる。筆

者は2009年10月よりスイスのヴォー州（フランス語圏）

に在住する機会が得られたこともあり、スイスのＤＶ政

策・施策、ＤＶ被害者支援について調査研究を行ってい

るが、本稿ではその一部を紹介したい。

　スイスでは女性の参政権が認められたのは1971年と遅

く、先進国の中でも男女平等が遅れていた国である。し

かし40年後の2011年は、先進国の中でも男女平等が進ん

でいる国に挙げられている。たとえば世界経済フォーラ

ムの「ジェンダー・ギャップ指数」をみると、スイスは

2010年度では134ヵ国中10位である１）。国連開発計画（Ｕ

ＮＤＰ）の統計「ジェンダー・エンパワーメント指数」で

も2009年度は13位であり男女平等政策が推進されている

と考えられる２）。しかしながら、そのようなスイス社会

においても女性への人権侵害であるＤＶは他国と同様に

存在し、５人に１人がＤＶ被害の経験があるという報告
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もある３）。本格的にＤＶ政策がとられたのはわが国と同

様に2000年以降であり、決して先進的に取組まれてきた

とはいえない。では、こうした男女平等政策の推進のも

とにどのようなＤＶ政策やＤＶ被害者支援体制が構築さ

れているのだろうか。

　本稿では、こうしたスイスのＤＶ問題の社会的背景を

探り、ＤＶ政策とＤＶ被害者支援策について明らかにする。

具体的には、（１）スイスにおいてどのようなＤＶ問題が

存在するのか、その施策や支援体制が社会的にどのよう

に展開されてきたのか、現状を概観する。次いで（２）

ＤＶに関する法律の概要、スイス連邦政府のＤＶ政策とフ

ランス語圏の１つであるヴォー州の施策の取組みを紹介

する。スイスはカントンと呼ばれる州が26州あるが、そ

れぞれが自治権を有しており州によってＤＶ問題への取

組みは異なる。本稿でヴォー州を取り上げるのは、州政

府と地方自治体の財政支援で運営されているシェルター

が存在するため、先進的なＤＶ被害者支援を行っている

と推測できるからである。最後に（３）ヴォー州にある

シェルターMalleyPrairieの取組みを紹介し、シェルター

におけるＤＶ被害者支援のあり方について検討する。

　MalleyPrairieは行政の財政的支援の下で運営されてい

るシェルターとして、フランス語圏のＤＶ被害者支援の

要となっている。その取組みにおいてＤＶ被害女性の一

時保護だけではなく、帯同される子どもへの支援をも重

要視されている。ＤＶ被害を受けるのは母親だけではな

く子どもも影響を受けていることから、母子関係にも影

響を及ぼすとして子どもの精神的ケアにも重点を置く必

要性を早くから認識しているからといえる。一方わが国

の公的シェルターである婦人相談所においては、ＤＶ被

害者の保護に重点が置かれ、同じ被害を受けている子ど

もへの視点は十分に行われているとはいえない。保護期

間が約２週間という短期間のなかでいかに母子の両方に

視点を置いた支援を行うのか、そのあり方が問われてい

る。よってヴォー州のこうした取組みは、わが国のＤＶ

施策への示唆となると考える。

Ⅱ　研究方法

　はじめにスイス社会にはどのようなＤＶ問題が存在し、

またＤＶ施策がどのように展開されてきたのかを把握す

るために、スイスインフォの英語版ニュースから、

domestic、violence、 women、 childrenをキーワードに検

索した。得られた記事からさらに記事内のリンクを利用

し関連記事を収集した結果49件得られた。これらの記事

からＤＶ問題に関する社会背景を概観する。収集できた

期間は、2000年３月27日から2011年２月14日の約11年間

である。スイスインフォは、自国のニュースを９カ国の

言語でインターネット配信しているスイスの公的メディ

アであるが、本稿では英語版の記事からの情報であるこ

とをお断りしておく。

　次いでスイスのＤＶ政策・施策を把握するために、連

邦政府とヴォー州の男女平等局のホームページからＤＶ

政策に関する資料を収集した。収集できた資料から連邦

政府の法制度や州の支援策について整理する。さらにＤ

Ｖ被害者支援策がどのように行われているのか実態を知

るためにヴォー州ローザンヌ市にあるシェルター

MalleyPrairieを訪問し、インタビュー調査を行った。ディ

レクターであるIsabelle Chmetz氏にインタビューを行い、

併せて施設見学を行った。インタビュー日時は、2010年

６月10日、10時～11時30分。インタビューと当日入手で

きた資料をもとにスイスの女性と子どものためのシェル

ターの機能と役割について検討する。

Ⅲ　結果

１．スイス社会にみるＤＶ問題

　　　―スイスインフォの記事から―

（１）調査報告書にみるＤＶ問題

　スイスにはＤＶに関する一貫した統計はないが４）、ス

イスインフォではいくつかの調査機関のＤＶ問題に関す

る報告書を取り上げ、社会に情報を提供している。そう

した調査結果からスイス社会のＤＶ問題を探ってみるこ

とにしよう。

　スイスインフォのＤＶに関する最初の記事は、2000年

の国の『日常の暴力と組織化された犯罪』の調査報告書

である。そこには取組むべき課題として包括的な支援活

動と関連機関のネットワークの重要性が記されている。

それに対してベルン大学の社会学者Corinne Seithは、行

政機関のＤＶの定義が一貫していないこと、法整備がな

いと批判する（2000.3.27）。こうした状況は、わが国の

ＤＶ防止法が施行された2001年当時を振り返ると警察や

行政機関など、ＤＶ定義のあいまいさのためＤＶ被害者へ

の対応に現場の混乱がみられたのと同様である。

　2004年にはローザンヌ大学犯罪社会学科で、18歳から

70歳のスイス女性1975人を対象に調査が行われた。その

結果５人に１人が身体的暴力に、４人に１人が性暴力の

経験があると回答している。同大学の犯罪学者Martin 

Killias氏は、レイプなど性的被害にあう割合は一般的に

は低いといえるが、人生全体を通して考えると決して無

視できる問題ではないと指摘する。この調査結果では、

暴力をふるう男性は高学歴・高収入では少ない傾向にあ

り、外でも暴力をふるう男性が多く、外国人、ドラッグ
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やアルコール依存者が多い。子ども時代のＤＶ目撃の経

験者が、加害者になることは少ないと報告された

（2004.12.10）。

　2005年には連邦男女平等局（以下、男女平等局）がド

イツ語圏にある民間シェルター15ヶ所に対して調査を

行っている。15ヶ所のシェルターには65部屋あり、189

ベッドがある。その調査結果では、2003年には14か所の

シェルターで1,375人の女性と子どもが入所し41,000泊

している。2004年には、820人の女性と838人の子どもが

シェルターに救いを求め46,523泊しており、ＤＶ被害者

が急増していることが明らかになった。最大の問題は、

増加するシェルター入所希望者に対してベッド数が不足

していることであると指摘された。ヨーロッパ評議会は

1997年に、住民7,500人に対して１ベッド提供するよう推

奨しているが、この基準では全国で980ベッドが必要とな

る(2005.6.8)。しかし、依然としてシェルターの増加は

みられず、援助を求めてくる被害者を受け入れられない

状況が続いており、被害者保護は十分に行われていると

はいえない。

2005年以降の記事では、家族内殺人の記事が多くみられ

るようになってきた。この状況に対して、スイス国立科

学財団（SNSF）の調査（1980～2005年：調査地、ヴォー

州、フリーブルグ州、ヴァレー州、ヌーシャテル州）で

は、殺人件数の内58％が家族内殺人であることが明らか

にされている。その加害者の84％が男性であり、家族内

殺人の39％に銃が使われている。これらの半数のケース

では、加害者は自殺を図っている。この58％という数字

は、オランダ(29％)、アメリカ合衆国（20％）よりもは

るかに高く深刻であると報告されている（2006.5.3）。こ

うした実態は、連邦政府の調査結果でも示されている。

警察のデータを基にしたこの調査では、2000年から2004

年の５年間の殺人1,067件のうち45％がＤＶ関連であっ

たという、（2008.11.25）。

　2006年には、民間支援団体SURGIRがスイスでは初め

ての強制婚（Forced marriage）に関する調査を医療機関、

移民センター、女性のためのシェルター、学校など50機

関を対象にして行った。調査結果では、約400ケースあっ

たがそれらの内2005年１月から2006年６月の一年半で

140件あったと報告されている。強制婚の問題は、東欧、

中東、中央アジアと北とサブ・サハラン・アフリカから

の移民家族であるという。こうした実態に対して同団体

は、政府に対して被害者支援策を行うよう要求している

（2006.12.7）。

　2009年には、連邦政府によってパートナー間の暴力の

原因が調査された。調査を率いた心理学者Marianne 

Schar Moserは、ＤＶの原因は数えきれない個人的、社会

的リスク要因のさまざまな結びつきでパートナー間に暴

力が生じると説明する。特によく見られる要因は、幼少

期に受けた暴力、過度の飲酒、あるいは反社会的行動や

犯罪である。また、女性と男性の間の力関係、争いの収

拾をつける方策を知らないこと、ストレス、妊娠・出産、離

婚や別居、失業、社会的な孤立などもＤＶ発生要因になる。

統計的には外国人カップルや異国籍同士のカップルにＤ

Ｖが多く発生しているが、国籍を決定的な理由とするこ

とはできないと述べる（2009.5.15）。

　このように調査報告書にみるＤＶ問題は、スイスでも

５人に１人がＤＶ被害者であることを明らかにした。加

害者は反社会的人間であることが多く、ドラッグやアル

コール問題を抱えていることが示された。また子ども時

代のＤＶの目撃者は加害者になる可能性は少ないが、児

童虐待の被害者は加害者になる可能性が高いことが明ら

かにされた。統計上では外国人カップルや異国籍同士の

カップルにＤＶが多く発生しているという。さらに深刻

な問題として家族内殺人と加害者の自殺問題、シェル

ターのベッド数不足、少女に対する強制婚が挙げられる。

　次に調査報告書からみえてきたＤＶに関する問題をス

イスインフォの記事からみていくことにしよう。

（２）スイス社会のジェンダー問題　―家族内殺人はジェ

ンダーの問題か？―

　「家族内殺人はジェンダーの問題か？」という見出し

の記事があったのは2005年である。急激に増加した家族

内殺人と男性の自殺との因果関係がジェンダー問題なの

かと問われた記事である。記事の内容は、男性は自殺を

図る前に子どもや妻を殺すことが過去よりも10倍以上増

加しているというものである。ベルン大学の女性とジェ

ンダー・リサーチ・学際センター長のBrigitte Scheggは、

「このような悲劇はスイスのミドルクラスの男性の社会

的不安の結果である。スイスでは依然ミドルクラスでは

男性が主たる稼ぎ手であるためストレスが見られ、そこ

にはジェンダー問題が潜んでおり、保守的な価値観が根

強く残っている」と指摘する（2005.6.28）。ＤＶ問題は

まさにジェンダー問題であるとされるが、男女平等政策

が進んできたスイス社会においても、ジェンダー問題は

なくならない。スイスではいまだに男性が主たる稼ぎ手

であり、女性の就業率は高いがパートタイマーが多く、

経済的に女性は弱者である。こうした実態は、「女性問題

連邦委員会」事務局代表のElisabeth Keller氏の言葉でも

示されている。同氏は2006年11月同委員会開設30周年記

念式典で、「憲法の男女平等の明記、機会均等法の制定な

ど法制度は改善されてきたが、現実は家事の多くを女性

が担い、収入は男性よりも20％少なく、女性の管理職や
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政治家も少ない。」と指摘し、さらに「男女平等社会を築

くためにはスイス人の意識の変革が必要である。そのた

めには、ジェンダー・ステレオタイプを学校教育、日常

生活、職場、政治の場でなくす必要がある」と述べる

（2006.11.30）。

　こうしたジェンダー問題にかかわる家族内殺人は、

2005年から2006年にかけて「なぜスイス人は家族を殺す

傾向にあるのか」という問題に対する議論となった。そ

の一端にはスイスを代表するスキーヤーCorinne Rey-

Belleの事件がある。別居中の夫に彼女と実弟が銃で殺害

され、母親も重傷を負い、その後夫が自殺したという衝

撃的な事件である。

　家族内殺人に軍隊で支給される銃が利用されるため、

「軍隊の銃は年間300人を殺す」という記事へと発展し、

銃規制の議論へと展開されていった。この記事では、毎

年300人以上が軍隊の銃で亡くなっているが、その多くが

自殺や家族内殺人に使用されているという。スイスには

兵役義務があり、兵役に就く男性には銃が貸与されその

銃は家庭に保管されている。家庭内の銃の存在は女性に

とってひとつの脅威となっており、銃器の保管を軍隊が

するべきであるというものである（2006.12.6）。こうし

た議論の広がりの結果、銃規制に関する国民投票が2011

年２月13日に行われた。しかし賛成43.7％、反対56.3％

で否決された。チューリッヒ、ジュネーブ、バーゼルな

ど大都市の州では賛成、農村部の多い州は反対であった。

これは「伝統」や「スイスが大切にする価値」の勝利の

結果であるとされる（2011.2.13）。こうした国民投票に

もスイスの保守的な一面がみられるといえよう。

（３）シェルターの実態と女性団体の活動

　スイスのＤＶ被害者支援は、他の欧米諸国と同様に

フェミニストたちの手によって始まった。スイスで初め

てのシェルターは1977年ジュネーブで開設され、現在は

全国に18か所あるといわれている５）。民間シェルターの

アンブレラ・オーガナイゼイションＤＡＯ（スイスシェ

ルター組織）は1987年に結成され、17の民間シェルター

で組織されている。ＤＶ被害者のためのシェルター活動

と共に、ＤＶ問題の可視化、社会問題としての認識を普

及させるためにキャンペーンを行い、シェルターへの資

金援助や被害者のためのさらなる保護策などを連邦政府

や州政府に要求し、活発な活動を続けている。スイス全

体では約200ベッド（100室）あるが、ＤＡＯは、増加す

る被害者に対してシェルターにあるベッド数の不足が深

刻な問題であるとして、その増数を要求している。現状

は一時避難してくる被害女性を受け入れられないケース

が増加し、ベッドの増数が最重要課題であると指摘する。

実態は、1999年には763人の女性と762人の子どもがシェ

ルターに援助を求めた（2000.12．15）。2002年には989人

の女性がシェルターに援助を求めており、前年度より

20％の増加であるという（2003.11.25）。2004年度は820

人の女性と838人の子どもがシェルターに援助を求めて

いる（2005.6.8）。シェルター運営資金の60％は、州と地

方自治体(市町村)からの補助金で賄われ、26％（部屋代・

食費）は、社会福祉サービスと連邦政府から支払われる。

残りの14％は個人などからの寄付である（2000.12.15）

とされるが、州によりＤＶ被害者対策は異なることから、

州政府からの支援がほとんどないシェルターも存在する

という６）。

　女性団体の活動は、シェルターにおけるＤＶ被害者支

援のみならず、女性に対する暴力問題を提起し、社会に

認識させ、変革を求めることにある。こうした活動のひ

とつにＤＶ問題に関する国際的なキャンペーンがある。

スイスでは、2008年に初めて40以上の組織が「女性に対

する暴力の16日間の闘い」（11月25日から人権の日の12月

10日まで）キャンペーンに参加している。その中心課題

は、スイス人女性にとってＤＶは日常生活の現実であり、

がんや交通事故よりも若い女性の健康を害する最大の要

因であるとして社会的支援の必要性を要求している

（2008.11.25）。

　2009年には参加組織は60以上に増加し、キャンペーン

が開催された。キャンペーンで取り上げられた課題は、

法律は改正されたが、退去命令の実施は州により異なる

と批判する。たとえばチューリッヒでは65％が認められ

ているが、バーゼルでは14％と少なく地域間格差が大き

いという。移民女性の地位問題にも焦点があてられた

（2009.11.25）。移民女性の地位の問題は、スイス人男性

と結婚した女性は婚姻後３年以内に離婚すれば在留許可

を失い、国外退去となる。これらは数知れない虐待や夫

婦間レイプの｢沈黙の壁｣をつくる結果となっている。外

国籍女性は、在留資格を失うことを恐れて、シェルター

に逃れることを躊躇する。こうした外国籍女性を支援す

る団体として、チューリッヒにＦＩＺ（Fachstelle 

Frauenhandel und Frauenmigration）がある。ＦＩＺは虐待や

搾取されている女性、別居や離婚により在留資格を失っ

た女性に法的アドバイスなどの支援を行っている。特に

人身売買で連れてこられた東欧やアジア、ラテンアメリ

カなどの女性に対するアドボカシー・センターとなって

いる（2005.6.29）。こうした女性団体の活動もあり、深

刻なＤＶケースでは外国籍被害者の滞在が認められる外

国人法が採択された（2007.6.30）。

　2010年の「女性に対する暴力の16日間の闘い」では、

デート・レイプに関するキャンペーンが行われた。パー
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ティやデート時にノックアウトと呼ばれるドラッグなど

が飲物に混入され、レイプの被害を受ける女性が増加し

ていることから、知らない人からの飲物などの勧めは受

けないよう、被害を受けたら速やかに届けるようアドバ

イスしている（201011.30）。

　キャンペーンは、被害者支援の現場であるシェルター

や民間団体の活動から見えてきた問題を社会に認識させ、

法整備や被害者支援策を求めることであるが、こうした

活動はわが国の民間団体の活動と同様に地道に行われて

いる。しかしメディアや人々の関心は決して高いとはい

えない。スイスインフォのＤＶに関する記事は年平均３

～５件と少ないが、特筆すべきは2006年の12件で、家族

内殺人の記事が取り上げられたことである。しかしほと

んどの記事は、国際女性デーや女性に対する暴力撤廃の

国際デーの日に集中している。

（４）外国籍女性のＤＶ問題

　外国籍女性のＤＶ問題は上記したようにスイス人と結

婚した女性の在留問題が挙げられる。また近年急激に表

面化してきた問題に少女の強制婚がある。16歳から19歳

の移民女性への強制的な結婚であるが、ヨーロッパでは

1990年代より関心がもたれてきた問題である。スイスで

は2000年代より徐々に表面化してきた。前述した強制婚

に関する民間支援団体SURGIRの調査（2006）では、ス

イスでは推定17,000人の被害者が存在するといわれてい

る。こうした強制婚の被害者は、低い教育と自立的に生

きることが困難な少女たちで、自己防御の権利と家族へ

の忠誠との間の葛藤で悩んでいるという。同団体の活発

な働きもあり、連邦評議会は2011年２月22日に国会へ公

犯となるよう法案を提出した７）。

　人身売買はわが国でも問題になっており、2003年から

JNATIP(Japan Network Against Trafficking in Persons)が

人身売買法禁止法の成立に向けて活動を行っている。ス

イスも人身売買問題では、国家レベルにおいて男女平等

局がシェルターとＤＶカウンセリングセンターをサポー

トし、人身売買問題に関するラウンド・テーブルを開始

していることが報告されている（2006.11.25）。

　また近年の問題として、外国籍女性だけでなくファミ

リー・バイオレンスの被害者である少女たちの問題も表

面化している。チューリッヒにある少女のためのシェル

ターには、身体的、精神的、性的暴力の被害を受けてい

る少女たちが避難を求めてくるが、その数が増加しベッ

ド数が足らないこと、彼女たちのほとんどがファミリー・

バイオレンスの被害者で、強制的な結婚を強要されてい

る者も少なくないと報告されている（2010.8.5）。

２．スイスのＤＶ政策・施策

（１）ＤＶに関する法的対策の概要

スイスには日本のＤＶ防止法に当たる法律はなく８）、刑

法典、民事法典という一般法によって法的対応がなされ

ている。刑法典では、傷害罪（123条）、脅迫罪（180条）、

強要罪（181条）、暴行罪（125条）、性的強要罪（189条）

強姦罪（190条）などの規定があり、夫婦間、パートナー

間でも犯罪となるが、被害者の告訴が必要であった。し

かしＤＶ被害女性の多くは沈黙を守り、加害者である夫

やパートナーを訴えることがほとんどなかったため、

1997年にマルグリット・フォン・フェルテン議員（当時）

が、「結婚した途端、女性に対する法的保護が認められな

くなるのはおかしい」と訴え、国会に法改正を求めた９）。

７年という年月を経て2004年４月１日に改正法が施行さ

れた。この法改正により被害者の告訴がなくても警察が

起訴することとなった。同法では、婚姻関係だけでなく

ヘテロセクシャル、ホモセクシュアルに関係なく親密な

関係にある人への身体的危害、暴力、脅迫、性的強要、

レイプが起訴されることとなった。

　民法典では、2007年７月１日より被害者に新しい保護

基準が設けられ、被害者は加害者に対し、民事裁判所の

命令によって接触を禁じ、自宅を退去するよう求めるこ

とができる保護命令（28b条）を請求できるようになった。

　こうしたＤＶ被害者保護に関する法律の他にＤＶ被害

者支援に関する法律として、1993年に施行された犯罪被

害者支援法がある。同法は犯罪被害者の支援を目的とし

て制定されたもので、同法の支援を受ける権利を有する

人は、身体的暴力、性的暴力、精神的暴力を受けた本人

やその家族成員である配偶者、両親、子ども、きょうだ

いやパートナーである。特に殺人、殺人未遂、身体的危

害、ＤＶ、性的暴力（セクシャル・ハラスメント、子ど

もへの性的虐待、近親姦）や人身売買、交通事故などの

被害者が対象とされる。同法では、医療・法的・物質的

支援、保護、法的アドボカシーに関する支援と一定の要

件の下の補償請求について国家基準が規定されている。

また、刑事司法システムの責務が明確にされ、NGOに支援

サービスや法的アドボカシーを行うことを委任すること

が規定され、さらに全州に被害者支援を24時間体制で行

う義務を課している10）。同法を受けて犯罪被害者相談セ

ンター（Le Centre: une aid aux victims d’infractions以下、

ＬＡＶＩ）が1994年全国に設置され、犯罪被害者の支援が

行われるようになった。ＬＡＶＩには、電話相談と面接相

談（要予約）がある。特にＤＶ被害者への支援としては、

サイコセラピー、専門家の法律相談、シェルターの情報

提供、被害者のための安全予防プランなどを無料で行っ

ている。長期にわたる弁護士や医師などからの援助に対
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しては、被害者の収入により費用がかかる。ＬＡＶＩは2010

年現在、全国に64か所（ドイツ語圏49か所、フランス語

圏11か所、イタリア語圏4か所）ある。また、ＬＡＶＩには

子どもと青少年のための相談センターが全国に19か所

（ドイツ語圏18か所、フランス語圏1か所、イタリア語圏

０か所）設置されている11）。ちなみに連邦統計局のデー

タ（2002）によるとサービス利用者の大半（72.5％：

14,885/20,269件）が女性で、68％が個人間関係の暴力の

被害者で、その内の71％が家族内暴力の被害者である12）。

相談件数の推移をみると2000年の15,500件から2006年の

28,485件と急増している。2006年度の統計では相談者の

70％が女性であり、その内訳は40％が暴力の被害者、29％

（子ども15％を含む）が性暴力の被害者からの相談である。

相談件数の半数以上（52％）がファミリー・バイオレン

スであったと報告されている13）。

　「ＤＶは犯罪である」と法で規定されていることから、

いくつかの民間シェルターは同法を適用して財政的支援

を受けている。同法の規定にあるＮＧＯへの委任は、民

間シェルター運営の財政的基盤を安定させている。たと

えばフライブルグのシェルターでは、運営費の３分の２

がカバーされるようになったという14）。

　国家に対する補償請求は、得られなかった収入、未払

いの生活費と医療費である。仕事を失ったＤＶ被害者は、

別居期間中や離婚までの間失業手当を州政府に請求する

ことができる。この補償は、財産の損害はカバーされな

いが、最大限度を100,000スイスフランとし、深刻な精神

的、身体的な傷を受けた被害者に対して70,000フラン、

子どもに対して35,000フランが限度として支払われる。

補償の請求は犯罪が行われた州に５年以内に届けなけれ

ばならない。子どもに関しては、重大な身体的、性的行

為の被害者は、被害者自身が25歳になるまでに請求すれ

ばよいことになっている15）16）。

（２）連邦・州政府のＤＶ被害者支援策

　①連邦政府のＤＶ政策

　スイス連邦政府においてＤＶ政策に主に携わる部局は、

男女平等局（Bureau federal de l’egalite entre femmes et 

homes/BFEG）である。男女平等局は、1988年に連邦評議

会によって設立された。特に男女同権、労働の場におけ

る男女同等の賃金支払い、職場でのセクシャル・ハラス

メントの防止、さらに家族間やカップル間のＤＶ問題な

どを中心に施策を行っている。わが国の内閣府男女平等

参画局に相当する部局である。

　男女平等局のＤＶ政策に関する取組みは、①調査研究・

資料、ａ．連邦統計局の殺人犯罪に関する研究サポート、

ｂ． ＤＶ被害者と加害者のカウンセリング・サービスに

関する研究、ｃ．州のＤＶ対策の評価に関する調査研究。

②ネットワークの調整では、連邦政府内のネットワーク

の調整と連邦政府、州政府、ＮＧＯとのネットワークの

調整がある。ａ．カンファレンス・サービス、介入プロ

ジェクト、州の男女平等オフィスとの協働、ｂ． ＤＶ関

連で活動する全国的な組織の関係者のための会議やイベ

ントの企画、c.連邦公衆衛生局の「ジェンダー・バイオ

レンスと健康」領域との協働がある。③トレーニングと

開発では、ａ． ＤＶに関する教育訓練の開発研究、ｂ．専

門家との連携である。④議会の立法過程への携わりでは、

ａ． ＤＶ要因に関する研究、ｂ．議会の法的対策への情報

提供である17）。

　男女平等局は、暴力に関する施策を推進するために

2003年に「暴力に対する闘いサービス」を開始した。そ

の目的は、連邦の調査研究の報告書や資料などを収集し、

公的機関やＮＧＯ、メディアなどに公表することにより、

法令や施策の改革に貢献することであるとされる。さら

に州の男女平等オフィスと協働して反ＤＶキャンペーン

や調査研究、介入プロジェクト・サービスを行うことで

ある。この介入プロジェクト・サービスは、女性と子ど

もの安全を守り、ファミリー・バイオレンスを根絶する

ことを目的として、年間約230,000スイスフランの予算で

行われている。

　②州政府のＤＶ被害者支援策

　実質的な介入プロジェクト・サービスは主に州の男女

平等オフィスと警察が担当し、さらに市町村などの地方

自治体と民間団体との協働で地域に密着したＤＶ問題に

対応している。この介入プロジェクト・サービスは、幾

種の専門家で組織されたラウンド・テーブルで行われる。

それゆえ警察、刑事司法、ソーシャル・サービスなどの

公的機関とシェルターなどの民間団体、緊急医療機関で

構成される。異なった機関が集まるラウンド・テーブル

では、近年の社会問題である外国籍女性の人身売買問題、

少女の強制婚などの対応が検討される。官民連携・協働

と相互役割の理解は、ＤＶ被害者支援には不可欠である

として、このプロジェクトは18州、23か所で取組まれて

いる。ヴォー州では男女平等オフィスと後述する

MalleyPrairieが中心となって行っている。

　さらに予防という観点では、ベルン、チューリッヒ、

ローザンヌ、ルツェルン、サンクト・ガレンなどが早く

から「ＤＶ予防・防止の取組としては法律による刑事罰

も有効であるが、それだけでは限界もある。予防には加

害者になる可能性のある人や常習犯になる可能性のある

人たちに対する相談や支援が不可決である。そのために

は加害者のための支援策に取組む必要がある」として、



日本セーフティプロモーション学会誌　Vol.4　No.1　　201160

スイス社会のドメスティック・バイオレンス問題とＤＶ被害者支援策について

男性のためのカウンセリング・サービスを行っている18）。

2010年現在男性のためのカウンセリングセンターは、全

国で28か所設置されているが、その担当部署は州の介入

サービス担当課、警察、民間支援団体などとなっていて

州によりその取組み方は異なる。

　配偶者間・パートナー間の暴力の被害者の多くは統計

的にも女性であるために、わが国では女性の加害者に関

する議論はほとんど行われていない。しかし、スイスで

は女性加害者のためのカウンセリングセンターが存在す

る。暴力をふるう女性のためのカウンセリングセンター

は全国で20か所（2010.11.1）あるが、男性加害者のカウ

ンセリングセンターが、暴力をふるう女性のためのカウ

ンセリングセンターも兼ねているところが28か所中17か

所ある。男女平等局の統計では、2006年には25か所のセ

ンターで、733人の男性と78人の女性が個人またはカップ

ルやグループカウンセリングを受けたと報告されている
19）。

３．ヴォー州のＤＶ対策

　ヴォー州では介入プロジェクト・サービスを男女平等

オフィス（Bureau de l’egalite entre les femmes et les 

hommes）とMalleyPrairieが担っているが、それより以前

の2001年から2003年にMalleyPrairie、LAVI、暴力と家族

（Violence et Famille以下、Vifa)との協働で、社会福祉、

子ども、教育、健康、警察、司法などに携わる380人に４

日間のＤＶ研修を開催している。Vifaは、夫婦間や家族間

の暴力に直面している人のための民間支援団体である。

暴力をふるう男女や暴力に直面している青少年のための

プログラムや家族療法、グループ・セラピー、介入トレー

ニングなどを行っている。こうしたVifaのサービスは

1995年からヴォー州内で開発され、主に州の男女平等オ

フィスとMalleyPrairie、LAVIとの協働で行われてきた。

また、州の「女性に対する暴力と闘う委員会」のメンバー

でもある20）。

　医療関係では、ヴォー州のローザンヌ大学付属病院の

ERスタッフなど医療関係者の研修を行っている。ちなみ

にCHUV（シューブ）と呼ばれる同病院は、暴力医療ユ

ニットを2006年に開設している。その目的は、暴力被害

者に医療的支援と法的支援を行うこと、専門家のアドバ

イスによる保証、アカデミック・リサーチである。スタッ

フは看護師、医師、病理学者などで、費用はヴォー州が

負担する。診察時間は毎日午前８時から12時まで（祝日

も含む）、要予約となっている。2008年の利用件数は455

件あり、ＤＶが33.4％（n=152）、地域社会での暴力が

66.6％ (n=303)であった。ＤＶの内訳は、婚姻関係が

84.9％、ファミリー・バイオレンスが15.1％となってい

る。ＤＶ被害者の60％が女性、10％が男性である21）。

ヴォー州の介入プロジェクト・サービスでは、2006年に

州の「女性に対する暴力と闘う委員会」（Commission 

cantonale de lute contre la violence domestique）を設置し、

連邦政府の行動計画に対して首尾一貫した相補的な活動

を行なっている。その活動目的は、①親密なパートナー

間の暴力の減少、②ＤＶ被害者へのサービスの向上、③

加害者の暴力的行為の変容を目指すことである。同委員

会は12の組織と個人で構成される。男女平等オフィスを

中心に州の主要部局の代表者とMalleyPrairie、LAVI、Vifa

などのＤＶ関連機関と活動家である。

　さらに活動目的を実践するために同年男女平等オフィ

スとMalleyPrairie、Vifa の３組織を中心に｢暴力のない生

活｣（Vivre sans violence）というＤＶに関する支援団体

を設立している。この支援団体は、ヘテロセクシュアル、

ホモセクシュアルなどカップル間におけるあらゆる暴力

の防止を目的としており、公的機関と民間機関のパート

ナーシップで運営されている。2010年度の委員会メン

バーは、男女平等オフィス代表、MalleyPrairie、Vifa、

ジュネーブLAVI、ＤＡＯ(民間シェルター組織)、コミュ

ニケーション・コンサルタント、弁護士である。また、

ヴォー州のみならずジュネーブ州などのフランス語圏の

被害者も対象としている。主な活動は、ウェブサイト上

で行う「男性のための相談」、「女性のための相談」と

「青少年のための相談」22）である。インターネットでは

匿名で相談ができ、専門家から回答が短時間で得られる

メリットがある。また、ウェブサイト上で、ＤＶ被害者

や加害者の相談だけでなくＤＶ問題に関心ある人たちに

も、ＤＶとは何か、被害者の権利、ＤＶに関する法律など

さまざまな情報を提供している。

　2007年にはサマリタン（Samaritans)との協働で24時間

対応のホットライン（電話番号143、青少年用電話番号

147）を設置し、いつでも相談を受けられる体制を整えて

いる。また相談員の育成と研修も行いその支援体制を側

面から支援している。

４．MalleyPrairieのＤＶ被害者支援

　　　―インタビュー調査から―

（１）シェルターの概要

　MalleyPrairie（以下、ＣＭＰ）センターは、女性と子ど

ものためのシェルター（Centre d’accueil MalleyPrairie）と

子どもの生活センター（Centre de Vie Enfantine）、そし

て全般的な業務（Services Generaux）の３部門から構成

されている。

　ＣＭＰの運営資金は、ヴォー州とローザンヌ市などの地

方自治体、そして個人の寄付からなっている。但し、個
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人の寄付は子どものためのイベントに使用されるという。

スタッフは、カウンセラー、ソーシャルワーカー、社会

教育士らの専門職とコックとその補助員、洗濯係、コン

シェルジュ、夜間管理人などである。入居者の費用は、

最初の２週間は連邦政府から、その後は州のソーシャル・

サービスから支給される。

住宅地の一角にある民間のアパルトマンに隣接した５階

建てのシェルターで、住所は公にされている。20室あり

各部屋には２ベッド、バス、トイレ、戸棚、机・椅子が

備えられている。個室で女性20名、子ども14名の定員で

あるが、最大収容人数は大人26名、子ども30名である。

ＤＶだけでなくファミリー・バイオレンスの被害者も受

け入れている。１階は受付、事務所、カフェテリア、キッ

チン（専属料理人の厨房、月曜日から金曜日の昼食と夕

食を提供）、食堂、面会室、グループ・ミーティング（カ

ウンセリング）室、一人で静かに本を読んだりすること

ができる部屋、カップル・カウンセリング室、父親と子

どもの面会室がある。各階には週末時の自炊に利用する

ためのキッチンと食卓がある。また、階ごとにオープン

スペースがあり、テレビとソファー、テーブルがありく

つろげる場所となっている。子どものおもちゃは各階に

置かれている。さらに庭には子どもの遊び場がある。屋

上には民間の保育施設（定員95人）があり、シェルター

入所者の子ども９人が通所できるようになっている。年

齢によるグループがあり、Atticaと呼ばれる０～３歳児が

対象グループ、Oasisは２～５歳の未就学児、Mezzaninは

小学1、２年生のグループとなっている。

　シェルターは18歳から入所できるが、入所者の年齢層

は様々であるという。また、外国籍の女性も多いため、

言葉（フランス語）が十分でない女性のために、通訳の

協会と連携している。通訳協会は、民間団体で運営資金

はローザンヌ市からでている。ちなみに2009年度の同

シェルターの利用者は、大人194人、子ども164人、平均

滞在日数は43日であり、稼働率は114.6％となっている。

（２）シェルターにおける支援

　同シェルターは、カップル間だけでなくファミリー・

バイオレンスの被害者（子どもの有無にかかわらず）の

保護を目的とする理念を掲げている。したがってシェル

ターの特色として被害女性の保護以外に次の６点が挙げ

られる。①子どもへの支援、②母子関係、③父子関係、

④カップル・カウンセリング、⑤専門家による巡回相談、

⑥関連機関との緊密なネットワークである。

　①　子どもへの支援では、ＤＶ被害女性のためのシェ

ルターだけでなく、子どもの生活センターも重要な位置

を占めており、同伴児のケアも重要な役割ととらえてい

る。たとえば、ＤＶから逃れてきた子どもの不安な気持

ちを和らげるために、子ども自身にここがどこか、シェ

ルタースタッフの役割、シェルターでの生活、母親が置

かれている状況などを小冊子『私の青いノート』を使い

ながら説明していく。この冊子は2003年に作成され、子

どもたちのカウンセリングに使用されている。子どもの

現状理解を手助けするだけでなく、子どもがもつ不安や

怒り、悲しみなどの感情表現を手伝うことで、子どもの

心理的ケアを行っている。これらの作業は専門スタッフ

が行う。2009年には青少年向きの冊子もつくられている。

暴力とは何か、子どもの法的権利、心身の反応について

の理解、彼ら自身の選択肢等を共に考えていく手助けと

している。ＤＶやファミリー・バイオレンスにさらされ

た子どもへの緊急的ケアの必要性は、子どもの社会的適

応と学校への適応、さらに子どもの将来に関わる問題で

あると考えるからであるとの説明を受ける。具体的な対

応方法は、ａ．暴力について聴く、語ること、ｂ．子ども

のニーズを聴く、ｃ．情報を与え、助言する、ｄ．母親や

父親との関係性の維持、ｅ．レクレーション活動の提供、

ｆ．出発への準備という手順で行われる。

　②　の母子関係では、子どもと母親の関係性をケアす

るためのカウンセリングが行なわれる。ＤＶの被害者は

母親だけではなく、子どもも被害者であり少なくても大

人以上に傷つき、無力であり、さまざまな問題を抱えて

いるといわれる。したがって、母子関係にも影響し、避

難後の安心・安全の場が得られたときにさまざまな諸症

状、たとえばＰＴＳＤや攻撃性、退行、過敏性、怖がり、

引きこもりなどが出て、母子関係を困難にする。母親の

精神健康が子どもに影響するだけでなく、双方が影響し

合っており、母子単位での支援が必要であるといわれる
23）。こうした支援策がとられることは、退所後の生活再

建がよりスムーズになると考えられる。被害女性に対し

ては、週に１回のカウンセリングと、２週間に１回グルー

プカウンセリングが行われている。グループカウンセリ

ングには２人の専門家により行われる。

　③　父子関係では、父親と子どものための空間と呼ば

れる面接室があり、父子関係も切り離すだけでなく子ど

もにとって必要であれば、父子面接も行うという。この

点に関しては、シェルターに加害男性が来所することに

問題は無いのかという筆者の質問に対して、専門家の介

入で行っていること、万が一のときは警察がすぐに駆け

つけるので問題はないということであった。

　④　カップル・カウンセリングでは、入所者が希望す

れば夫を呼びカップル・カウンセリングを行う。これは

入所者だけでなく希望する外部の人も参加できるが、女

性が申し込むこととなっている。カップル・カウンセリ
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ングでは、男女２人の専門家と当事者の４人で行う。暴

力を振るう男性をどうするかではなく、夫婦間の暴力の

問題を考え、関係性を改善することで解決を図ることを

目的として行っているという。このシェルターの特色は、

夫婦、子どものカウンセリングを行うことで、それぞれ

がＤＶ問題を考えることで改善を図っていくという家族

療法を行っていることである。妻、夫、子どもの心理療

法を統合して行っていることが、フェミニストが運営す

る民間シェルターと大きく異なるという。

　⑤　ヴォー州のシェルターは１ヶ所であるが、別にＤ

Ｖに関する巡回相談を行っている。ヴォー州の主な町で

あるヴヴェイ、イベルドン、モントルー、ベー、オルブ、

ニヨンなどを週に１回巡回し、心理的、法的、社会的情

報の提供など３人の専門家が町の医療センターの場所を

借りて相談を受けている。さらに要請があれば、他の地

域の町にも出かけていくという。ちなみに、2009年度の

巡回総時間数は、3436時間である。

　⑥　連機関とのネットワークでは、ＤＶ被害者支援に

は関連機関との連携が不可欠であるが、上記したように

ＣＭＰでは、犯罪被害者支援を行っているLAVI、Vifa、

学校、スクール心理療法士、メディコ・ソーシャルネッ

トワーク、警察、刑事司法、ローザンヌ大学付属病院

（ＣＨＵＶ）、男女平等オフィス、州女性に対する暴力委員

会とネットワークを組むことで、さまざまな問題を抱え

るＤＶやファミリー・バイオレンスの被害者や子どもに

対応していて、密接な連携体制がとれているという。こ

のような州政府や地方自治体のＤＶ関連機関と民間の専

門機関の経験と知識を活かした連携・協働体制は、ＤＶ

被害者支援には不可欠であるといえよう。官民連携・協

働はわが国のＤＶ被害者支援のありかたの課題ともなっ

ている問題である。

Ⅳ　考察

　スイスのＤＶ問題に関する社会背景には、わが国と異

なる点がいくつか存在することが明らかになった。

　まず、家族内殺人には男性の価値観にジェンダー規範

がみられ、とりわけスイスの家族内殺人と加害者の自殺

問題に関連していることが示された。わが国では男性の

自殺率は高いが、失業など社会的不安のため自殺を図る

男性が家族を道連れにすることは少ないと考えられる。

またその手段に銃が使われることは、スイスの徴兵制度

とかかわっていることが示された。

　次いで、外国籍女性の問題が挙げられる。人身売買の

問題については、わが国も早くからこの問題に取組んで

いる団体もあり、社会的に認識されている問題である。

しかし、スイス以外のヨーロッパ諸国でも近年注目され

てきた問題として少女の強制婚がある。外国人が５人に

１人というスイス社会の人々の国際移動に伴う問題のひ

とつとして浮上してきているが、被害者が少女、加害者

が親ということもあり、顕在化が困難な問題である。し

かし、連邦評議会によって公犯罪となるよう国会に法案

が提出されたことは、この問題が無視できないものであ

ること、そして民間団体の活動が国を動かした結果であ

るといえる。

　ＤＶに関する法制度やＤＶ施策については、近隣諸国の

先進的な取組みから学び、被害者支援を行う民間支援団

体の活動によって法改正が行われてきたことは、わが国

と同様である。しかし、わが国と異なることは、ＤＶが

刑事罰を伴うこと、被害者の告訴がなくても警察が起訴

できるアメリカのような積極的逮捕政策がとられている

ことである。警察の起訴は被害者の心理的負担を軽減す

るだけでなく抑止力になる。このような措置がとれるの

は、わが国のＤＶ防止法の前文にあるような「ＤＶは犯罪

となる行為である」ではなく、「ＤＶは犯罪である」と明

確で、刑事罰の対象となっているからである。それゆえ

にＤＶ被害者が犯罪被害者支援法の対象となり、ＤＶ被害

者支援策に結びつくことになる。

　男女共同参画局の「暴力と闘うサービス」のもと、州、地

域のＮＧＯ、専門家などの異なった専門機関がラウンド・

テーブルで連携・協働することは、多角的な視点で被害

者支援を行い、官民の連携による横断的な支援体制を構

築しているといえる。このような公的機関の連携・協働

体制に加えて民間団体との対等でその専門性を活かした

連携・協働体制は、ＤＶ被害者だけでなく、ファミリー・

バイオレンスの被害者や人身売買、強制婚など女性に対

するさまざまな暴力の被害者支援につながる。わが国で

は、官民連携・協働は課題が多く、真の協働はなされて

いないという批判もある。

　さらにわが国と異なることは、被害女性だけではなく、

加害男性、青少年のためのカウンセリングセンターを設

置し、ＤＶの予防・防止のために男性の悩みに向かい合い、

青少年が抱える問題にも早くから対応していることであ

る。加害者支援に関してわが国では、男女共同参画審議

会（1999）で、「加害男性に対するカウンセリング等の暴

力の再発を防止する措置が、女性に対する暴力の問題を

解決する一つの方策になると考えられる」24）と位置づけ

られ、加害者に対するカウンセリング等の暴力防止措置

の必要性は提案されたが、政策としては実施されていな

い。加害者対策への取組みはメンズサポートルームなど

いくつかの民間団体が行っているにすぎず、加害者は野

放しの状態である。わが国の取組みは被害者保護を中心
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に行われているが、保護だけでは不十分で加害者対策と

防止策をも含めた取組みがＤＶ施策には不可欠であるこ

とから、こうした取組みはわが国への示唆となると考え

る。

　ヴォー州のＤＶ被害者支援策をみるとＣＭＰが中心に

なって行われている。州の被害者支援策をシェルターが

担っていることは、被害者のニーズが直接施策に反映さ

れやすい。さらにＣＭＰを中心とした公的機関との連携・

協働や民間団体との協働は、多岐にわたる被害者のニー

ズに速やかに対応できるといえる。

　ＣＭＰの取組みの特色として、ＤＶだけでなくファミ

リー・バイオレンス概念として取組まれていること、家

族療法が行われていることが挙げられる。母子への支援

を並行して行い、母子関係にも重点を置き、父子関係に

も配慮し、さらに被害女性が望めばカップル・カウンセ

リングも行っている。被害女性の何割かはパートナーの

ところに戻ることから、専門家の力を借りて家族として

の傷を修復することは、ときには必要であるといえる。

カップル・カウンセリングなどの取組みは、フェミニス

ト・グループから批判もあるというが、ＤＶを家族成員

間に存在する問題として総合的に取組むことが解決への

第一歩であるという理念の下で行っているということで

ある。ファミリー・バイオレンスという視点は、ヴォー

州のＤＶ被害者支援策の大きな特徴であるといえる。

　被害女性の心理的ケアも入居中のみならず退所後のカ

ウンセリングも行っており、概ね３回くらいカウンセリ

ングを受けると落ち着いた生活がおくれているようであ

るという。滞在日数が平均43日と長期滞在が可能で、仕

事やアパートを見つけるまで支援を行っているというが、

このようなＤＶ被害者の精神的安定と生活再建までを視

野に入れた対応が行われていることは、長期的支援が必

要とされるＤＶ被害者にとって心強いものであるといえ

る。

Ⅴ　おわりに

　スイスのＤＶ政策を概観し、実践の場であるシェル

ターの被害者支援をみてきたが、わが国への示唆となる

点は、まずＤＶが犯罪であると明確化し、ＤＶ被害者支援

策と加害者対策をとっていること、ＤＶの被害者のほと

んどが女性であるとしながらも、ファミリー・バイオレ

ンスという視点を入れた施策を行っていること、シェル

ターでは、子どもへの心理的ケアにも重点が置かれ、家

族療法を行っていること、公的機関同士の連携や官民組

織のネットワークが構築されていること、予防策として

加害者を放置するのではなく、加害者のためのカウンセ

リングセンターがあり加害者対策を行っていることが挙

げられる。

　今回の調査ではヴォー州のシェルターＣＭＰを対象と

したことで、ＣＭＰが州のＤＶ施策の中核となり、先進的

で多様な支援活動を行なっていることが明らかになった。

これは運営資金が全て行政から出ていることと関連があ

ると推測される。しかし、他にある17か所のシェルター

は民間組織であると考えられるために、シェルター機能

以外どのような役割を果たしているのかは明らかではな

い。今後の課題として、ＤＡＯのシェルターが施策にど

のような役割を果たしているのか、官民連携・協働のあ

り方、被害者支援のあり方などについて調査研究を進め

たいと考える。
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